
宮城県伝統的工芸品産業振興費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１ 県は，伝統的工芸品産業の振興を図るため，伝統的工芸品産業の振興に関する法律（昭和

４９年法律第５７号。以下「法」という。）第２条第１項の規定により伝統的工芸品として指

定を受けた工芸品，宮城県伝統的工芸品振興対策要綱第２の規定により伝統的工芸品として指

定を受けた工芸品又は市町村が地場産業として支援している工芸品を製造する者（以下「補助

事業者」という。）が，単独又は共同で行う伝統的工芸品産業振興事業に要する経費について，

当該補助事業者に対し，予算の範囲内において伝統的工芸品産業振興費補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則（昭和５１年宮城

県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによ

る。 

（交付対象等） 

第２ 補助金の交付対象となる補助事業者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 法第２条第１項の規定により伝統的工芸品として指定を受けた工芸品に係る指定申出団体

（以下「国指定申出団体」という。）の構成員 

(2)  宮城県伝統的工芸品振興対策要綱第７の規定による登録事業者等（以下「県指定登録事業

者」という。） 

(3) 事業協同組合，協同組合連合会，商工組合その他の団体であって，その構成員（行政庁が

含まれる場合は，行政庁を除いた構成員）のうち次に定める者の占める割合が２分の１を超

える団体 

イ 「国指定申出団体」の構成員 

ロ 「県指定登録事業者」 

(4) 事業協同組合，協同組合連合会，商工組合その他の団体であって，その構成員のうち次に

定める者が１者以上参画している団体で，知事が特に認める団体 

イ 「国指定申出団体」の構成員 

ロ 「県指定登録事業者」 

(5) 宮城県内において，次に定める要件で工芸品を製造する者及び事業協同組合，協同組合連

合会，商工組合その他の団体であって，その構成員のうち次に定める要件で工芸品等を製造

する者が１者以上参画している団体で，知事が特に認めるもの。 

  イ 主として日常生活で使用される工芸品であること。 

  ロ 製造過程の主要部分が手作りであること。 

  ハ 概ね１０年以上，同様の技術又は技法により製造されたものであること。 

二 概ね１０年以上，同様の原材料が主たる原材料として用いられ，製造されるものであるこ

と。 

２ 補助金の交付対象となる経費は，別表に掲げる経費のうち知事が必要かつ適当と認められる 

ものとし，その補助率は別表に掲げるとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第３ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は別記様式第１号によるものとす

る。 

２ 前項の補助金の交付の申請をするに当たって，当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち，消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税額との合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし，申請時にお

いて補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては，この限

りでない。  

３ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，次のと

おりとする。 

(1) 事業計画書 



(2) 収支予算書 

(3) 事業費積算明細書 

(4) 定款，寄附行為，規約等 

(5) 第２第１項（４）又は（５）に該当する者として申請する場合のみ申請者の概要 

（交付の条件） 

第４ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。 

(1) 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更をする場合においては，別

記様式第２号により知事の承認を受けるものとし，その添付書類は,第３を準用すること。た

だし，経費区分ごとに配分された額の２０％を超えない場合においては，この限りでない。 

 (2) 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，別記様式第３号により知事の承認を受

けること。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合にお

いては，速やかに別記様式第４号により知事に報告してその指示を受けること。 

 

（遂行状況報告） 

第５ 規則第１０条の規定による報告は，知事が補助事業の遂行及び支出状況について報告を求

めたときは，速やかに様式第５号による報告書を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は，前項の報告のほか，必要と認めるときは，現地調査を行うことができる。 

 

（実績報告） 

第６ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は，別記様式第６号によるも

のとする。 

２ 前項の実績報告書の提出期限は，補助事業の完了若しくは廃止承認の日から３０日以内又は

交付決定の日に属する会計年度の翌年度の４月２０日のいずれか早い日までとする。 

３ 前項の実績報告書を提出するに当たって，当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除

税額が明らかになった場合には，これを減額して報告しなければならない。 

４ 規則第１２条第１項の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次

のとおりとする。 

(1) 事業成績書 

 (2) 収支決算書 

 (3) 事業費内容明細書 

 (4) 補助対象経費内訳書 

 

（補助金の交付方法） 

第７ 補助金は，規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，知事が必要と認めるときは，規則第１５条ただし書の規定により

概算払により交付することができるものとし，その請求書の様式は，別記様式第７号によるも

のとする。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第８ 補助事業完了後に消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が

確定した場合には，別記様式第８号により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は，前項の報告があった場合には，当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部又は

一部の返還を命ずる。 

（財産の処分及び管理） 

第９ 規則第２１条第２号及び第３号の規定により処分の制限を受ける財産は，取得価格又は効

用の増加額が５０万円以上の財産とする。 

２ 補助事業者は，前項の財産を処分しようとするときは，あらかじめ別記様式第９号を知事に

提出し，承認を受けなければならない。 

３ 知事は，前項の承認をした場合において，当該取得財産が耐用年数を経過している場合を除

き，取得財産を処分することにより収入があるときは，その収入の全部又は一部を納付させる



ことがある。 

４ 補助事業者は補助事業により取得し，又は効用が増加した財産については別記様式第１０号

による取得財産等管理台帳を設け，その保管状況を明らかにしておかなければならない。 

 

（成果報告） 

第１０ 補助事業者は，補助事業の完了後において，知事から当該補助事業に係る成果等につい

て報告を求められた場合は，知事が指定する様式により，知事に報告しなければならない。 

 

（成果発表等） 

第１１ 知事は，補助金を交付した事業の補助事業名，補助事業者名，所在地，補助事業の成果

等を公表することがある。 

 

（帳簿等の整備） 

第１２ 補助事業者は，補助金に係る経理についてその収支の事実を明確にした証拠書類を整理

し，かつ，これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなけ

ればならない。 

 

（書類の提出部数） 

第１３ この要綱により知事に提出する書類の提出部数は，１部とする。 

 

（その他） 

第１４ この要綱に定めるもののほか，補助金交付等に関し必要な事項については，別に定める。 

 

 

   附 則 

１ この要綱は，平成１８年６月１４日から施行し，平成１８年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該

補助金にも適用するものとする。 

３ 宮城県伝統的工芸品産業産地振興対策費補助金交付要綱（平成５年９月２２日施行）は廃止

する。 

 

   附 則 

１ この要綱は，平成２０年６月１日から施行し，平成２０年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該

補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は，平成２４年１２月２６日から施行し，平成２４年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該

補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は，平成２８年３月３０日から施行し，平成２８年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該

補助金にも適用するものとする。 

  

附 則 

１ この要綱は，令和４年７月１９日から施行し，令和４年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該

補助金にも適用するものとする。 


